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−高齢者就業に関する先行研究の整理−

杉田　由佳理　　森田　学　　中川　孝子　　岩船　彰

高齢者の就業・雇用に影響を与える要因と
雇用ミスマッチ

抄録
　日本では、少子高齢化と平均寿命の伸長を背
景に、これまでより長く働くことが求められて
いる。しかし、本当に65歳以降も働き続けるの
だろうか。社会保障制度の変化や本人の健康状
態はどのような影響を与えているのであろう
か。こうした疑問を発端に、先行研究で報告さ
れているこれまでの知見の整理を試みた。整
理の結果、就業・雇用を左右する要因を、働く
側の視点から、①経済状況（収入・所得）、②
健康状態（身体的・精神的）、③充足感（社会
的）、④家庭の事情（介護）に集約することが
できた。また、施策の変更により雇用側の行動
に影響が生じることが分かった。更に、若年層
よりも雇用ミスマッチが生じる可能性が高い高
齢者に関しては、データの収集・蓄積を進め、
働く側と雇用側のニーズが一致しない要因を分
析する必要性が高いことも示された。

Key Word：高齢者就業、健康、年金、生きが
い、雇用ミスマッチ

１）総務省統計局「人口推計（平成27年国勢調査人口速報集計による人口を基準とした平成28年８月１日現
在確定値）」

２）国立社会保障・人口問題研究所2014「主要国の65歳以上人口割合別到達年次とその倍加年数」
　　http://www.ipss.go.jp/　2016/09/12閲覧

Ⅰ．はじめに
１．高齢化とそれに伴う問題
　世界で最も速いスピードで進んでいる日本の
高齢化率は、現在、27.2% １）となっている。日
本の高齢化率は1970年では７% だったが、24
年後の1994年には14% を超え、その13年後の
2007年には21％となった。高齢化率が７％から
14% に至る年数は「倍加年数」と呼ばれ高齢
化のスピードを表す指標となっているが、フラ
ンスの126年、スウェーデンの85年と比較して
みると日本の24年は遙かに短く、高齢化の進展
がいかに急速だったかが分かる。なお、アジア
各国、特に韓国、シンガポール、中国では、今
後、日本と同様に急速に高齢化が進むことが予
想され、先行する日本に対する注目度は高く
なっている２）。
　日本の急激な高齢化率上昇の背景には、平均
寿命の伸長による「長寿化」と、出生率の低下
による「少子化」がある。高齢人口の増加と若
年人口の減少による人口構造の変化は、社会保
障の問題から個人の生活設計まで、社会と生活
を取り巻くあらゆる領域で様々な問題を生じさ
せている。なかでも社会保障制度の問題は人口
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構造の変化と密接に関係しており、2000年代に
入ってから、公的年金制度、医療保険制度、介
護保険制度の制度改革が進められた。しかし、
少子高齢化は給付の増加と収入の減少という状
況を生み出しており、財源の問題から社会保障
制度の持続可能性が危惧されている。

２．生涯現役社会への取り組み
　少子化による若年人口の減少は労働力人口の
減少につながり、経済規模の縮小や社会保障費
の財源不足をもたらす可能性がある。これらの
問題に対しては、厚生労働省が高齢者の就業を
促進し労働力率を高めようという施策を示して
いる３）。具体的には、高齢者の雇用促進、能力
開発支援、再就職支援、シルバー人材センター
の機能強化などであり、高齢でも働きたい人が
働ける社会、年齢に関わらず活躍できる「生涯
現役社会」の構築を目指している。
　実際に、団塊の世代を対象とした調査４）で
は、50% 以上が65歳以降も働きたいと答えて
いる。団塊の世代は、戦後の第１次ベビーブー
ム世代である。その数の多さから超高齢社会の
変革を牽引した年代とされており５）、この年代
の「高齢になっても働き続けたい」との就業意
欲は、生涯現役社会の実現に向けた強みとなっ
ている。労働政策研究所による調査６）では、

高齢者の半数が就業理由として、「生きがい」、
「社会参加のため」、「健康にいいから」を挙げ
ており、生きがい就業には介護予防効果が期待
できるとの報告７）もある。

３．高齢者の変化
　団塊の世代が定年退職を迎えるようになる
と、シルバー、シニアといった高齢者の呼称
に「アクティブシニア」が加わった。日本アク
ティブシニア協会８）では、高齢者に対するマ
イナスイメージを払拭する意味で、65歳から74
歳のいわゆる前期高齢者をアクティブシニアと
位置づけている。総務省の情報通信白書９）の
なかにも、「65歳以上の高齢者を身体機能や認
知機能が低下するといった既成概念で括ること
は適切ではなく、活力あるアクティブシニアの
存在を念頭に置き健康寿命の延伸を図ることが
重要である」という一文がある。
　高齢者をアクティブと表現することから窺い
知ることができるが、日本の高齢者の健康状態
は変化している。平均寿命は80歳を超え、身体
機能は20年前より11歳若返っているとの研究成
果10）もある。死亡原因は、がん、脳卒中、高
血圧といった慢性疾患が中心となった11）。こう
した慢性疾患は完全な治癒は期待できず、治療
効果の指標としては、医学的な指標よりも日常

３）厚生労働省「生涯現役社会の実現に向けた雇用・就業環境の整備に関する検討会」報告書
４）内閣府「平成24年度　団塊の世代の意識に関する調査結果」
５）経済企画庁「平成10年12月国民生活白書」人口構成の変化の消費、流行への影響－牽引力となった「団

塊の世代」
６）労働政策研究・研修機構　平成22年「高齢者等の継続雇用等、就業実態に関する調査」結果
　　http://www.jil.go.jp/press/documents/20100705.pdf　2016/05/30閲覧
７）シルバー人材センター、ダイヤ高齢社会研究財団「生きがい就業の介護予防に関する共同研究」
　　http://dia.or.jp/shrc　2016/09/12閲覧
８）一般社団法人日本アクティブシニア協会　http://www.nihon-asa.org/　2017/3/16閲覧
９）総務省「平成25年版　情報通信白書　変わる高齢者－アクティブシニアの出現－」
　　http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/　2017/3/16閲覧
10）鈴木隆雄他「日本人高齢者における身体機能の縦断的・横断的変化に関する研究」健康の指標、2006、

53（4）、pp1-10
11）井村裕夫『健康長寿のための医学』岩波新書、2016、pp124-136
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生活機能や主観的健康感などが重視される。高
齢者が働く上で必要なことは第一に健康である
ことだが、健康の捉え方として今後は、「健康
上の問題で日常生活が制限されることなく生活
できる期間」として定義される「健康寿命」の
概念が注目されるようになると考えられる。
　健康以外に、高齢者の就業に影響を及ぼす要
因としては年金が挙げられる。2004年の年金制
度改正により、年金支給の開始が段階的に60歳
から65歳へと引き上げられた。それに伴う高齢
者雇用安定法の改正により、2013年より希望者
全員の65歳までの雇用が義務化されている。
　年金に代表される就業以外の所得は、就業意
欲を引き下げるとの研究結果12）がある一方で、
現在も日本の高齢者の就業意欲は他国と比べて
高い水準を維持している13）。こうした結果を鑑
みると、定年後、就業に賃金以外のものとし
て、生きがいや社会参加を求める高齢者が増え
ると予想される。このような高齢者を如何に労
働力として取り込むかが、労働力人口の確保に
向けた課題と言える。

Ⅱ．先行研究レビュー
１．目的と方法
　今後は、高齢となっても働き続けることが当
たり前とされる時代になると推察されるが、本
当に65歳以降も働き続けることが出来るのだろ
うか。年金に代表される社会保障制度の変化や
定年延長義務化、本人の健康状態は、高齢者の
就業意欲にどのような影響を与えているのであ
ろうか。こうした疑問を背景に、高齢者の就
業・雇用に影響を与える要因を見定め、高齢者
と企業とのマッチングを進めるために必要な支

援について考察することを目的に、先行研究で
報告されているこれまでの知見の整理を試み
る。
　レビューは、先行研究を企業側の視点に立つ
ものと就業者側の視点に立つもの、労働市場等
のマッチング機能に着目したものに分けること
から始めた。次に、就業・雇用に影響を与える
要因ごとにグループ化し、グループ毎に研究成
果の集約を試みた。最後に、整理した先行研究
の成果を鑑みながら、高齢者の就業支援におけ
る課題を検討した。

２．先行研究の収集
　高齢者就業に関する研究は、健康科学、公衆
衛生学、産業衛生学、社会学、心理学、経済学
など様々な分野で行われている。そのため文
献の収集にあたっては、医中誌 Web（医学中
央雑誌）、CiNii（国立情報学研究所学術情報）、
JILPT（労働政策研究・研修機構）、リクルー
トワークス研究、ニッセイ基礎研究所のデータ
ベースを使用して複数の分野をカバーするとと
もに、企業や自治体の調査研究論文も加えた。
検索キーワードは「高齢者」「就業」「意欲」

「健康」とし、計154件を収集した。

３．対象文献の抽出
　収集した154件の中に含まれていた５件の
サーベイ論文を手がかりに、分類・整理の対象
論文を決定した。５件のサーベイ論文のうち川
口14）と藤原ら15）は、日本よりも先に高齢者の
就業問題に取り組んだアメリカの先行研究を対
象にしている。川口は、年齢差別禁止法が労働
市場に与えた影響に、藤原らは、ボランティア

杉田由佳理　　森田　　学
中川　孝子　　岩船　　彰

12）清家篤、山田篤簸裕『高齢者就業の経済学』日本経済新聞社、2004、pp97-104
13）清家篤『雇用再生』NHK 出版、2013、pp10-14
14）川口大司「年齢差別禁止法が米国労働市場に与えた影響－米国の実証研究のサーベイ」日本労働研究雑

誌、2003、45（12）
15）藤原佳典、杉原陽子、新開省二「ボランティア活動が高齢者の心身の健康に及ぼす影響　地域保健福祉

における高齢者ボランティアの意義」日本公衛誌、2005、52（4）
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活動への参加が健康に及ぼす効果に、それぞれ
焦点を当てサーベイをおこなっている。
　茆16）は、国内外の先行研究のサーベイから、
高齢者の社会参加の定義や内容、規定要因など
を明らかにしている。南ら17）18）は、高齢者の
健康維持と労働力としての高齢者の活用の両立
について先行研究から示唆を得ようとしてい
る。
　以上の５件のサーベイ論文で取り上げている
研究論文と、データベースから収集した研究論
文を照らし合わせながら、対象論文の抽出をお
こなった。その際、海外の論文は除外した。海
外では日本より早い時期から高齢者就業に関す
る研究が実施されており、政策評価の方法や分
析手法を知る上で参考となる。しかし、日本と
海外では制度や文化に違いがあるため、高齢者
の就業に対する意識も違うことが考えられる。
今回の調査は、日本の高齢者の就業支援のあり
方の検討につなげるものであるため、海外の論
文は外し28件（資料１）を対象とした。

Ⅲ．先行研究の分類
１．大分類
　先行研究を時系列で概観すると、1990年代以
降の労働市場において、バブル後の不況による
労働需要の変化と少子化などによる労働供給
の減少という二つの背景19）による構造変化が
確認できた。松浦20）は、「労働需要と労働供給
は、景気や人口構造の他に IT による技術進歩
での人員削減など、様々な要因によって互いに
影響を与え合う大きな側面である」と述べてい
る。このように、労働需要と労働供給がお互い

に影響を与え合って高齢者の就業を決定してい
るとの見方を参考に、高齢者就業に関する先行
研究を大きく三つに分けた。一つ目は労働供給
側からの研究で、二つ目は労働需要側からの研
究、三つ目は労働市場における需要と供給の
ニーズのマッチングに関する研究である。
　働く側のニーズ等を扱った研究22件は、労働
供給側からの研究ということで、『就業・就労
サイド』に分類した。政策の高齢者雇用への影
響等、高齢者の雇用における企業側の要因に着
目した研究４件は、労働需要側からの研究とい
うことで、『雇用サイド』に分類し、就業・就
労を求める高齢者と企業の人材ニーズとのマッ
チングに着目した研究は『マッチング』の分野
に分類した。ただし、『マッチング』分野の研
究は、労働市場全体や新規学卒労働市場を対象
としたものは見られたが、高齢者を対象とした
ものはほとんど見受けられず２件のみとなっ
た。

２．影響要因の類型化による小分類
　高齢者の就業に影響を与える、または就業に
影響を受ける要素に着目し、先に三つに分類し
た研究を、更に六つのグループに分類した（図
１）。『就業・就労サイド』については、年金や
所得と就業との関係に着目した【経済状況（収
入・所得）】と、働くことと健康との関わりを
見た【健康状態（身体的・精神的）】、社会参加
と満足感との関係に着目した【充足感（社会
的）】、要介護者の存在に特化した【家庭の事
情（介護）】の四つのグループに分けた。『雇用
サイド』と『マッチング』については、高齢者

16）茆海燕「高齢者の社会参加に関する文献レビュー」東洋大学大学院紀要、2012、49
17）南潮、藤原佳典「高齢者就労に関する先行研究　その1高齢者の就労が健康に与える影響」公衆衛生、

2015、79（8）
18）南潮、藤原佳典「高齢者就労に関する先行研究　その2高齢者就労支援のあり方の検討」公衆衛生、

2015、79（9）
19）猪木武徳、大竹文雄『雇用政策の経済分析』東京大学出版会、2001、pp354-367
20）松浦司『高齢社会の労働市場分析』中央大学出版部、2014、pp43-64
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雇用施策の要因に着目した【雇用施策】と、定
年後の再就職に着目した【再就職】の二つのグ
ループに分けた。

Ⅳ．分類の結果
１．経済状況を要因とした研究の特徴
　高齢者の就業に影響を与える、または就業状
況から影響を受ける要因として、経済状況を取

 
図 1 高齢者就業に関する先行研究の分類 

 
 
Ⅳ．分類の結果 
 
１．経済状況を要因とした研究の特徴 
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⇒ 退職後の生活活動性 

長田 他（1998）【4】 

定年退職⇒ 

抑うつ・生活満足度 

中村 他（2013）【25】 

生きがい就業⇒ 機能状態改善 

大石（2000）【6】 

健康・年金⇒ 就業決定 

清家（1986）【1】 

賃金・年金給付・健康状態

⇒ 就業確率 

松浦 他（2011）【20】

年収・資産額 

⇒ 不安意識 

図１　高齢者就業に関する先行研究の分類

杉田由佳理　　森田　　学
中川　孝子　　岩船　　彰
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り上げた研究では、就業意欲と賃金、年金、資
産などとの関係性を明らかにしている。この分
野で代表的な研究者である清家【１】は、賃金や
年金給付が労働供給に与える影響を定量的に明
らかにしている。分析に際しては、公的年金給
付が高齢者の労働供給を減らすことを鑑み、同
時点の年金受給状況と就業状況のデータが得ら
れる『高齢者就業等実態調査』を用い、賃金が
高いほど就業確率は高まること、年金給付が就
業確率を押しさげる効果を持つことを明らかに
している。また、年金給付の労働供給に与える
影響を時系列に沿って吟味しており、年金給付
がどれだけ就業確率を押し下げるのかを示すパ
ラメータ（弾性値）が安定的であることから、
年金給付額の変化が高齢者の労働供給をどの程
度変化させるかについて予測は可能だとしてい
る。
　なお、年金を貰わずに働いている高齢者に
は、給付額がゼロのため働く場合と、表１の通
り、働いて勤労収入を得た結果、給付額が減額
されゼロとなっている場合の２つのケースが存
在する。勤労収入を得るほど給付額が減額され
るため、給付額は勤労収入額と独立ではなくな
る。その結果、厚生年金の給付額を説明変数と
すると、年金額が労働供給を減少させる効果を
過大に推計することになる。これが、いわゆる

「同時決定バイアス」と呼ばれるものであるが、
これに対しては、年金給付額ではなく、就業選
択に影響を受けない年金受給資格を説明変数と
することでバイアスを回避できることが論文中
に示されている。
　この他、山田【５】では職種別の推定が試みら

れており、年金受給額増加の影響は一般雇用に
比べ自営業の方が小さく、年金受給額の増加は
一般雇用をより抑制するとの結果を得ている。
小崎【23】は、借入金がある人ほど就業確率を高
めていることを示し、個人資産が退職の重要な
要素であることを報告している。ただし、小崎
の推計結果は、バイアスの問題を考慮していな
い点には留意が必要である。
　南ら【27】は、2012年に新設された高齢者向け
就労支援施設の利用者を対象に縦断調査をおこ
なっている。調査では、求職理由としては、経
済的理由を挙げる割合が高いこと、65歳以上で
は「健康のため」との回答が、女性では「社会
貢献・社会とのつながり」との回答が高いとの
結果が得られている。

２．健康状態を要因とした研究の特徴
　健康と就業に関する研究は、就業者の健康と
労働生産性の関係について検証したものや、健
康と労働参加の関係、所得格差と健康の関係な
どに着目したものなど多様性に富んでおり、ま
た、そこで用いられる健康指標も様々である。
ここでは、それらの健康指標を表２の通り、主
観的なものと客観的なもの、身体的なものと精
神的なものに分類している。

主観的な健康感については、生命予後との
有意な関連性が検証21）されており、性、年齢、
既往歴、学歴、収入、主観的幸福感などの多く
の要因の影響をコントロールした上でも死亡率
に影響を与えることが明らかとなっている。日
本では杉澤ら22）23）が、主観的健康感と日常生
活活動能力の関連を明らかにしている。

21） 三徳和子、高橋俊彦、星旦二「主観的健康感と死亡率の関連に関するレビュー」川崎医療福祉学会誌、
2006、16（1）、pp1-10

22） 杉澤秀博他「高齢者における健康自己評価に関する研究：質的・統計的解説に基づいて」社会老年学、
1993、38

23） 杉澤秀博、Jersey L「高齢者における健康度自己評価と日常生活動作能力の予後との関係」社会老年
学、1994、39



−　7　−

　しかし、主観的な健康感は、回答者が楽観的
か悲観的かによって評価が異なる可能性もあ
り、個人間での比較には注意が必要である。ま
た、就業したくないが故に不健康であると回答
する可能性も考慮しなくてはならない。した
がって、主観的な健康感を分析に用いる場合
は、その「内生性」への対処が重要となる。
　先行研究では、BMI や罹患率といった客観
的な指標を交えて使うなどの工夫をして、この
問題への対処を試みている。また、大石【６】で
は、自己評価の健康状態を表す変数と観察不能
な真の健康状態を表す変数の関係式を定義する
ことで、真の健康状態を内生変数とした同時方
程式モデルを構築し、健康と就業の同時決定バ
イアスを考慮した推定をおこなっている。分析
では、年齢が上昇するほど健康と就業の同時決

定バイアスが大きくなることが示されている。
　一方で、身体的側面と精神的側面に分けて健
康を考える場合は、客観的指標が適当である。
客観的な健康指標としては、死亡率、罹患率、
有病率などがこれまで活用されており、濱秋
ら【19】は、三大疾病の罹患率が、高齢者の無職
率と労働時間に与える効果を推定している。た
だし、健康が就業状態や労働時間の長さから影
響を受ける場合、客観的な指標を用いても「内
生性」の問題を回避できないことから、推定で
は、両親の既往歴等を操作変数として用いバイ
アスに対処している。分析からは、男性では、
健康状態の悪化が無職となる確率の上昇、労働
時間の減少を生じさせるとの結果を得ている。
また、鈴木ら【26】は、就労の前後での身体活動
量・体組成・血管内皮機能を測定し、短期間で

表 2 先行研究の健康指標 

 身体的 精神的 

主観的 

・普段の健康状態（元気～病気）   ・健康度自己評価（とても健康～健康でない） 

・肉体的な就業可能性（働ける、働けない） ・将来への不安（防犯、災害、経済、交遊、健康に 

おおいに不安～不安はない 

客観的 

（他者と 

比較可能） 

・平均余命 ・三大疾病の罹患率 ・両親の罹患率 

・治療中の疾病の有無 

・ＢＭＩ ・骨密度 ・血管年齢 

・体脂肪量 ・四肢骨格筋量 

・生活機能（老研式活動能力指標） 

・身体活動量計による活動時間 

・精神健康調査（GHQ30・12 項目 4 段階） 

・高齢者抑うつ状態（GDS15 項目 はい・いいえ） 

・自己評価式抑うつ尺度（CES-D 短縮版 11 項目） 

・McDowell と Newell の対人接触頻度（友人や 

親せきと週に何回会ったり出かけたりするか等） 

 
主観的な健康感については、生命予後との有意な関連性が検証 21)されており、性、年齢、

既往歴、学歴、収入、主観的幸福感などの多くの要因の影響をコントロールした上でも死

亡率に影響を与えることが明らかとなっている。日本では杉澤ら 22)23)が、主観的健康感と

日常生活活動能力の関連を明らかにしている。 
しかし、主観的な健康感は、回答者が楽観的か悲観的かによって評価が異なる可能性も

あり、個人間での比較には注意が必要である。また、就業したくないが故に不健康である

と回答する可能性も考慮しなくてはならない。したがって、主観的な健康感を分析に用い

る場合は、その「内生性」への対処が重要となる。 
先行研究では、BMI や罹患率といった客観的な指標を交えて使うなどの工夫をして、こ

の問題への対処を試みている。また、大石【6】では、自己評価の健康状態を表す変数と観

察不能な真の健康状態を表す変数の関係式を定義することで、真の健康状態を内生変数と

した同時方程式モデルを構築し、健康と就業の同時決定バイアスを考慮した推定をおこな

っている。分析では、年齢が上昇するほど健康と就業の同時決定バイアスが大きくなるこ

とが示されている。 
 一方で、身体的側面と精神的側面に分けて健康を考える場合は、客観的指標が適当であ

る。客観的な健康指標としては、死亡率、罹患率、有病率などがこれまで活用されており、

濱秋ら【19】は、三大疾病の罹患率が、高齢者の無職率と労働時間に与える効果を推定して

いる。ただし、健康が就業状態や労働時間の長さから影響を受ける場合、客観的な指標を

用いても「内生性」の問題を回避できないことから、推定では、両親の既往歴等を操作変

数として用いバイアスに対処している。分析からは、男性では、健康状態の悪化が無職と

なる確率の上昇、労働時間の減少を生じさせるとの結果を得ている。また、鈴木ら【26】は、

                                                   
21)三徳和子、高橋俊彦、星旦二「主観的健康観主観的健康感と死亡率の関連に関するレビュー」川崎医

療福祉学会誌、2006、16（1）、pp1-10 
22)杉澤秀博他「高齢者における健康自己評価に関する研究：質的・統計的解説に基づいて」社会老年学、

1993、38 
23)杉澤秀博、Jersey L「高齢者における健康度自己評価と日常生活動作能力の予後との関係」社会老年

学、1994、39 

表２　先行研究の健康指標
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 高齢者の就業に影響を与える、または就業状況から影響を受ける要因として、経済状況

を取り上げた研究では、就業意欲と賃金、年金、資産などとの関係性を明らかにしている。

この分野で代表的な研究者である清家【1】は、賃金や年金給付が労働供給に与える影響を

定量的に明らかにしている。分析に際しては、公的年金給付が高齢者の労働供給を減らす

ことを鑑み、同時点の年金受給状況と就業状況のデータが得られる『高齢者就業等実態調

査』を用い、賃金が高いほど就業確率は高まること、年金給付が就業確率を押しさげる効

果を持つことを明らかにしている。また、年金給付の労働供給に与える影響を時系列に沿

って吟味しており、年金給付がどれだけ就業確率を押し下げるのかを示すパラメータ（弾

性値）が安定的であることから、年金給付額の変化が高齢者の労働供給をどの程度変化さ

せるかについて予測は可能だとしている。 
なお、年金を貰わずに働いている高齢者には、給付額がゼロのため働く場合と、表 1 の

通り、働いて勤労収入を得た結果、給付額が減額されゼロとなっている場合の 2 つのケー

スが存在する。勤労収入を得るほど給付額が減額されるため、給付額は勤労収入額と独立

ではなくなる。その結果、厚生年金の給付額を説明変数とすると、年金額が労働供給を減

少させる効果を過大に推計することになる。これが、いわゆる「同時決定バイアス」と呼

ばれるものであるが、これに対しては、年金給付額ではなく、就業選択に影響を受けない

年金受給資格を説明変数とすることでバイアスを回避できることが論文中に示されている。 
この他、山田【5】では職種別の推定が試みられており、年金受給額増加の影響は一般雇

用に比べ自営業の方が小さく、年金受給額の増加は一般雇用をより抑制するとの結果を得

ている。小崎【23】は、借入金がある人ほど就業確率を高めていることを示し、個人資産が

退職の重要な要素であることを報告している。ただし、小崎の推計結果は、バイアスの問

題を考慮していない点には留意が必要である。 
南ら【27】は、2012 年に新設された高齢者向け就労支援施設の利用者を対象に縦断調査を

おこなっている。調査では、求職理由としては、経済的理由を挙げる割合が高いこと、65
歳以上では「健康のため」との回答が、女性では「社会貢献・社会とのつながり」との回

答が高いとの結果が得られている。 
 

表 1 給与月額と年金支給額の関係 

 給与＋年金≦28 万円 28 万円<給与＋年金≦46 万円 46 万円<給与＋年金 

60 歳～64 歳 全額支給 28 万円を超える額の 1/2 が支給停止 46 万円を超える額が支給停止 

65 歳以上 全額支給 全額支給 46 万円を超える額の 1/2 が支給停止

※「28 万円」と「46 万円」については賃金や物価の変更に応じて毎年見直される 

日本年金機構「2014 年 在職老齢年金の支給停止基準額」より作成 

 
２．健康状態を要因とした研究の特徴 

健康と就業に関する研究は、就業者の健康と労働生産性の関係について検証したものや、

健康と労働参加の関係、所得格差と健康の関係などに着目したものなど多様性に富んでお

り、また、そこで用いられる健康指標も様々である。ここでは、それらの健康指標を表 2
の通り、主観的なものと客観的なもの、身体的なものと精神的なものに分類している。 
 

表１　給与月額と年金支給額の関係

※「28万円」と「46万円」については賃金や物価の変更に応じて毎年見直される

日本年金機構「2014年 在職老齢年金の支給停止基準額」より作成
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あっても就労によって身体活動量が増加し、そ
の結果、体脂肪量が減少することを明らかにし
た。
　客観的指標は、他者との比較が可能で、ま
た、改善か悪化かの評価をし易いが、高齢にな
ると、どこも具合が悪くないといった状態は稀
で、複数の疾患を抱えている高齢者も少なくな
い。そのため最近では、日常生活への影響とい
う視点が求められるようになっている。先行
研究では、ADL（日常生活活動能力）、認知機
能、抑うつ状態などの指標が用いられている。
　高ら【16】は、男女とも、就労高齢者に比べ無
就労高齢者で累積生存率が有意に低下するこ
と、無就労高齢群の生存は ADL の低下と有意
に関連していることを明らかにしている。中村

【25】は、老研式活動指標を用いて生活機能を評
価しており、介護予防を期待する場合は多すぎ
ず少なすぎない就業が必要だとしている。

３．充足感を要因とした研究の特徴
　充足感と就業に関する研究には、社会参加活
動と充足感の関係、働き方と満足度の関係、就
業への意識や価値観を明らかにしているもの等
がある。
　西田【９】の研究では、自治体退職者という集
団においてではあるが、高齢者の就業に最も影
響を与えるのは健康度であるとの知見は部分的
にしか支持されず、経済的な必要性というより
も社会貢献活動として就労を選択しているとの
結果が得られている。菅原ら【24】も、「ある年
齢に達したら収入を伴う仕事は辞めるほうがよ
い」という考えの人や、働くことに「人とのか
かわり」を求めている人ほど社会参加率が高い
との結果を得ている。
　この他、福島【10】では、23名へのインタビュー
から、就労ニーズを【無理なく働きたい】【誰

かのために役に立ちたい】【満足できる人間関
係を得たい】【お小遣い稼ぎをしたい】の４つ
に集約し、その中でも、「無理なく」と「役に
立つ」が就労ニーズの必須要件だと述べてい
る。また、「役に立つ」は「顧客のため」、「社
会のため」、「仲間のため」、「若い人のため」の
４要素から構成されるとしている。松本【11】も
類似の研究をしており、生活意識を【交際活
発】【自己啓発】【社会貢献】【家庭志向】の４
つの因子に集約し、就労意欲との関係を見てい
る。分析からは、生涯学び続けたいという【自
己啓発】因子が就業意欲に有意に影響を与える
との結果を得ている。

４．家庭の事情を要因とした研究の特徴
　酒井【14】は、介護を必要とする家族の存在を
就業の影響要因と規定し、正規雇用と非正規雇
用、自営業やパートといった就業形態別にその
影響を検証している。その結果、家庭内要介護
者の存在が、特定の就業状態への就業決定に影
響を及ぼすことが明らかになっている。女性に
ついて見ると、介護は非正規雇用の就業・退職
決定に影響を与えていた。ただし、介護は介護
をする者の健康状態とも深く関わっていること
から、独立と見なしている本人の健康と介護と
の関係については、検討する必要があると述べ
ている。その他、介護負担の程度や介護負担に
よる労働時間の短縮など、データ分析の制約と
なる質問上の課題も指摘している。
　独立行政法人労働政策研究・研修機構の調査24）

においても、女性の転職理由で最も多かったの
が「家庭の事情（介護等）」である。この中には、
介護だけではなく家事や孫の世話といった理由
も含まれていると考えられるが、第２位の「職
場の人間関係が好ましくなかった」の３倍近く
にも達している。この調査は、酒井【14】がデー

24） 独立行政法人労働政策研究・研修機構「中高年齢者の転職・再就職調査」2015年
　　http://www.jil.go.jp/press/documents/20100705.pdf　2016/05/30閲覧
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タとして使用したニッセイ基礎研究所の調査か
ら10年後に実施されたものだが、介護が女性の
就業に及ぼす影響が大きいという点では一致し
ている。なお、浦川【22】でも、就業を実際に決
定する上で、自身や家族の健康が重要な要素と
なっていること、非勤労所得が就業の意思決定
と負の相関があることが明らかにされている。

５．雇用サイドからの研究の特徴
　高齢者の就業を雇用サイドから捉えた研究の
多くは、1994年の年金法改正による年金支給
開始年齢の60歳から65歳への段階的引き上げ、
2004年と2013年の高齢者雇用安定法の改正によ
る65歳までの雇用継続義務といった、高齢者雇
用政策の変更が企業行動に与えた影響について
分析している。
　金子【３】では、高齢者雇用継続給付金が企業
の労働需要に与える影響が分析されており、高
齢者雇用継続給付制度は、年配者に支払う賃金
の引き下げを可能とするため、高齢者に対する
労働需要を増加させる効果があると指摘してい
る。
　三谷【７】の60歳に定年が引き上げられた際の
分析によれば、高齢者雇用政策として定年延長
はもっとも効果があるが、代替性のある60代前
半の雇用を減少させる傾向があることが指摘さ
れている。
　大橋【13】は、企業間の高齢者雇用比率の違い
に着目し、そうした影響の背後にある要因を職
種別に分析している。分析結果を見ると、生
産・労務では能力低下と設備の未整備が、販売
では身体調整能力が、またサービスでは業態不
適と人件費の割高感が、さらに運輸・通信では
肉体的な衰えが高齢者の雇用に影響すると述べ
ている。また、高齢者雇用のための措置につい
ては、生産・労務では仕事の負荷の調整と仕事
内容の変更の両方が、販売では仕事内容の変更
が、運輸・通信では仕事の負荷の調整が有効と
している。

　田口【28】は、高齢者雇用安定法施行後の企業
の高齢者雇用施策の特質について、事例分析を
おこなっている。事例対象となった企業では、
高齢社員は現役時代と同じ働き方で同じ仕事に
従事しており、高齢社員の「質的」な戦力化が
図られているとしている。一方、継続雇用後の
賃金低下に対する労働意欲の低下問題は解決し
ないままとも述べられている。
　この他、原田ら【18】の研究では、高齢者の起
業や NPO 等といった形での働き方が登場して
きたことと、1990年代以降の雇用政策の変化に
より、社会参加というよりも生計維持のために
仕事をする層が増えてきたことを挙げ、シル
バー人材センターで斡旋される短時間の簡単な
軽作業業務が時代にそぐわなくなってきている
との指摘がなされている。

６．マッチング分野の研究の特徴
　就業・就労を求める高齢者の就業条件と、企
業の人材ニーズとのマッチングに着目した研究
分野である。
　高木【15】は、定年前後で他社に転職、もしく
は出向・転籍を通じて他社に移動した人々を対
象に、継続雇用を実現した者と実現できなかっ
た者の違いを、ロジスティック回帰分析を用い
て明らかにしている。分析では、「同一職能内
年数」と雇用継続の成功に強い正の相関がある
ことが示されており、「同一職能内で長期の経
験蓄積をおこなう」ことが、他社への転職によ
る雇用継続の実現に影響を与えると指摘してい
る。一方、「転職経験」については、移動によ
る雇用継続の成功と負の関係にあることが示さ
れた。
　梶谷【12】は、『定年到達者等の就業と生活実
態に関する調査』（1997年）の個票データを用
いて、定年退職後も就業を考えている高齢者の
無業状態からの退出確率を分析している。分析
の結果、無業状態の長期化に伴い再就職率が低
下すること、能力開発により無業期聞が短縮さ

杉田由佳理　　森田　　学
中川　孝子　　岩船　　彰
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れること、年金額は無業期間に影響を与えない
ことが明らかにされている。
　マッチングに着目した研究では、職を求め
る高齢者が就業できたのか、できなかったの
か、どのような人が就職でき、どのような人が
職に就けなかったのかなどを分析するため、パ
ネルデータ分析を用いることが望ましい。パネ
ルデータは、クロスセクションデータや時系列
データに比べ次元がひとつ高く、それだけ情報
を豊富に含んでいる。その結果、観察されない
異質性の制御、個票レベルでの変化の把握、よ
り精緻な計量分析が可能になる。特に、高齢者
は、年齢が高まるほど肉体的な面からみた就業
可能性に個人差が出るとともに、就業形態・勤
務形態の希望や就業理由も多様化するため、計
量分析にあたっては異質性のコントロールが重

要となる。このため、パネルデータの収集・蓄
積が望まれるところとなっている。

７．マッチング分野の研究に必要なデータと分
析の視点

　先行研究では、厚生労働省の『賃金構造基本
統計調査』や『高齢者就業等実態調査』、アン
ケート調査結果、人事データ等を分析に用いて
いる。そこで用いられているデータでは、高齢
者を働いているか・働いていないかで区分して
いるが、就業に対する意識に焦点を当てると、
働いていない群は、働く意思があるものと働く
意思がないものに分けられ、働く意思がある群
は、さらに働く必要があるものと働く必要がな
いものに分けられる。つまり、就業の有無と就
業への意識により、使用データは図２のように

分類することができる。
表３に、調査対象とした28件の先行研究の使

用データと分析の視点について示しているが、
先行研究のほとんどは「働いている：A」か

「働いていない：B」で高齢者を区分し、賃金
や年金、健康の就業・就労への影響を分析して
いる。しかし、マッチング分野の研究の実施に
あたっては、就業・就労状態の変化、すなわち
A から A・B、もしくは B から A・B への変化
を観察できなければならない。例えば、継続雇
用の実現に焦点を当てるのであれば「働いてい
る：A」から「働いている：A」か「働いてい

ない：B」への変化を、退職後の再就職に焦点
を当てるのであれば「働いていない：B」から

「働いている：A」か「働いていない：B」への
変化を観察できなければならない。また、B の
中には働く意思のない人や、ボランティアなど
賃金が発生しないかたちで働きたい人も含まれ
ているため、目的によっては、B 区分ではなく
C・D 区分に含まれる対象者、あるいは C 区分
に含まれる対象者に絞った分析が必要となる。

Ⅴ．考察
　先行研究を分類・整理したことで、高齢者の

究分野である。 
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図２　高齢者就業に関する研究に用いるデータの特性
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B への変化を観察できなければならない。例えば、継続雇用の実現に焦点を当てるのであ
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い人や、ボランティアなど賃金が発生しないかたちで働きたい人も含まれているため、目

的によっては、B 区分ではなく C・D 区分に含まれる対象者、あるいは C 区分に含まれる
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表 3 先行研究のデータ分析 

 
 

分類 著者 使用データ データ分析の視点 

経済状況 

清家 1】 労働省調査「高齢者就業等実態調査」 
ＡとＢの比較から年金給付の労働供給に与える影響

を考察 
横山 8】 厚生労働省「賃金基本構造調査」 Ａを用いて、引退時期と年金資産との関係を考察 

小﨑 23】 厚生労働省「国民生活基礎調査」 
ＡとＢを用いて、高年齢女性の就業・非就業、正規・

非正規の決定要因を考察 
南他 27】 東京都就労支援施設利用者へのｱﾝｹｰ Ｃ・Ｄから、求職者の特徴とその利用実態を検証 

経済状況 
健康状態 

山田 5】 労働政策研究所・研修機構「高齢者就業

実態調査報告書」 
ＡとＢを用いて、健康が高齢者の就業行動に与える

影響を分析 

大石 6】 労働省調査「高齢者就業等実態調査」 
ＡとＢを用い、複数の健康指標を用いて健康の内生

性を考慮したモデルを推定 

健康状態 

高他 16】 関東地域ｱﾝｹｰﾄ回答者の追跡調査 
ＡとＢを用いて、就労状態別にみた生命予後との関

連要因の探索 

濱秋他 19】 中央調査社「健康と引退に関する調査」
ＡとＢを用いて、中高齢者の健康状態と労働参加と

の関連性を実証的に考察 

藤原他 21】 埼玉県和光市「ｼﾆｱ世代の安心・安全な暮

らしに関する調査」 
ＡとＢを用いて、経済状況と主観的な暮らし向きでみ

た場合の心理的健康との関連を比較検討 
中村他 25】 都内ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ会員調査 ＡとＢを用い、生きがい就業の介護予防効果を分析 

健康状態 
充足感 

杉澤他 2】 東京都総合老人研究所「高齢者の健康と

生活に関する縦断的・比較文化的調査」

ＡからＡ・Ｂへの変化から、引退が精神的・社会的健

康に及ぼす影響を考察 

長田他 4】 東京都総合老人研究所調査結果 
ＡからＡ・Ｂへの変化から、定年退職が抑うつ状態と

生活満足度に及ぼす影響を分析 

西田他 9】 近畿地方自治体退職者へのｱﾝｹｰﾄ 
地方自治体の定年退職者に焦点をあて、その健康

状態、活動性、ネットワーク等の関連を検討 

松浦 20】 ﾆｯｾｲ基礎研究所「暮らしと生活設計に関

する調査」 

ＡからＡ・Ｂへの変化を用いて、60 歳前後の男性の

現役時代、引退過程、引退後の不安意識をパネル

データによって分析 

鈴木他 26】 千葉県柏市臨時軽作業者の健康調査 
ＢからＡへの変化から、就労による身体活動量の変

化と心身への影響を調査 

充足感 

福島 10】 13 社 23 名へのｲﾝﾀﾋﾞｭｰ Ａの高齢者へのインタビュー調査から高齢者の就労

ニーズ分析を実施 

松本 11】 ﾘｸﾙｰﾄﾜｰｸｽ研究所「就業意識調査」 ＡとＢを用いて、就労意欲と（経済状況・健康以外の）

生活意識との関連性について考察 

原田他 18】 桜美林大学「ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰでの意識調

査」 
ＡとＢを用いて、シルバー人材センターからの退会要

因を分析 

菅原他 24】 千葉県柏市のｱﾝｹｰﾄ調査結果 
ＡとＢを用いて、中高年者の就業や高齢期就業に対

する意識が社会参加に与える影響を検討 

家庭の事情 

酒井 14】 ﾆｯｾｲ基礎研究所「暮らしと生活設計に関

する調査」 
ＡとＢを用いて、家庭内の要介護者の存在が就業・

退職決定に及ぼす影響を分析 

浦川 22】 高齢・障害者雇用支援機構「定年到達者

等の仕事と生活に関する調査」 
ＡとＢを用いて、高齢者の希望する就業形態と実際

の就業形態との格差の要因について考察 

雇用施策 

金子 3】 労働省「賃金構造基本統計調査」 
Ａを用いて、継続給付金や事業所のとる高齢者雇用

措置引退率にどのように影響するかを分析 

三谷 7】 労働省「高齢者就業実態調査」 
Ａを用いて、定年延長や継続雇用の促進策が企業

の高齢者需要にどのように影響したかを分析 

大橋 13】 労働省「高齢者就業実態調査」 
Ａを用いて、各事業所の高齢者比率の差を決定する

要因を分析 

高木 17】 労働政策研究所・研修機構「団塊の世代

の就業と生活に関する意識調査」 
Ａを用いて、雇用継続の実現可能性ありと、  困難と

の人的資源としての特性を比較検討 

田口 28】 大手企業 3 社の人事管理方法 
Ａを用いて、継続雇用制度を導入している企業の高

齢者雇用施策の特質を考察 

再就職 

梶谷 12 】 高年齢者雇用開発協会「定年到達者等の

就業と生活実態に関する調査」 
ＢからＡ・Ｂへの変化から、自己啓発や職業訓練等の

能力開発が再就職率に与える影響を分析 

高木 15 】 A 社人事ﾃﾞｰﾀ 
ＡからＡ・Ｂへの変化から、転職による雇用継続成功

者のキャリア特性を考察 

 

表３　先行研究のデータ分析
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就業に影響を与える要因が明確となった。「経
済状況」と労働供給に関わる研究について見る
と、高齢者就業に関する共同研究を長年続けて
いる清家・山田25）は、「年齢」、「健康状態に問
題あり」、「厚生年金受給資格あり」、「定年退職
経験あり」が、あらゆるケースで統計的に有意
であり、その影響の程度は異時点で見ても安定
的であったと述べている。政策提言にも取り組
み、年金支給開始年齢の引き上げや定年退職制
度の就業への影響について吟味している。
　「健康」と労働供給に関わる研究は、健康保
持・増進の要因としての就業・就労、労働によ
る健康障害と健康管理のあり方など、健康科学
や公衆衛生学などの分野でもおこなわれてい
る。それらの分野では、死亡率や有病率、罹患
率などが健康指標として用いられてきた。しか
し、死亡率や有病率など地域単位の健康指標で
評価すると、高齢者の多くは不健康とみなされ
てしまう。そこで、身体の諸機能を客観的に測
定できる BMI や骨密度、ADL 評価など、個人
単位でも比較可能な指標が健康指標として用い
られるようになっている。精神的健康につい
ても、対人接触頻度や GDS（高齢者うつ尺度）
なども指標で評価されている。
　高齢者の就業に影響を与える要因としては他
に「家庭の事情」があり、介護が女性の就業に
及ぼす影響の検証がおこなわれている。ただ
し、「家庭の事情」を要因とした場合、女性が
退職や転職の理由を問われた際に、他の理由が
あったとしても家庭の事情と答える可能性があ
るため、留意が必要である。この問題を回避す
るためには、要介護認定の調査項目や介護サー
ビスの利用状況、勤務先の介護休業制度の有無
など客観的な指標を用いることが必要と考えら
れる。
　「充足感」に関する研究では、60歳で定年を

迎え年金生活に入るというのが一般的であった
1900年代までは、退職後の精神的健康や生活満
足度といった高齢者個人に関する問題が主な
テーマであった。しかし、平均寿命の伸長、人
口構造の高齢化が進むにつれ、高齢者の就業・
就労には、社会的孤立や孤独死の防止、高齢者
の居場所・活躍場所の創出といった期待や、地
域社会の担い手といった役割も加わってきてい
る。そして、充足感に関する研究も、就業・就
労に対する価値観や欲求、動機や社会的役割と
の関係などに着目した研究が増えてきている。
地域社会における高齢者の役割が増しているこ
とを鑑みると、今後、この分野の研究は増えて
いくと考えられる。また、充足感は、人の感情
や価値観などの内的な世界に関わるものである
が、これを観察できるものにする質的研究（帰
納的研究）が増えていくことが予測される。
　高齢者の就業を「雇用サイド」から見た研究
は少ない。その理由のひとつとして、調査に利
用可能な統計資料が少なかったことが挙げられ
る。国勢調査に、高齢者を対象とした調査項目
が導入されたのは1995年26）の調査からである。
また、企業や事業所が、内部の情報を外に出し
たがらないことも影響していると考えられる。
その結果、就業・就労サイドの研究が先行し、
雇用サイドからの研究は後追いになったのでは
ないだろうか。しかし、「雇用サイドからの研
究」や「マッチング分野の研究」から得られる
知見は、今後の高齢者施策の方向性を検討し、
適確な条件整備を検討するうえで重要となって
くる。今後の研究の進展が期待される分野と言
える。
　今日、年金の受給開始年齢が70歳に引き上げ
られる可能性が高いと言われる中で、65歳以降
も働ける仕組みづくりが求められており、高齢
者雇用が若年層の雇用に及ぼす影響、高齢者の

25） 清家篤・山田篤裕『高齢者就業の経済学』日本経済新聞社、2004、pp61-87
26） 総務省統計局「国勢調査の歴史」http://www.stat.go.jp/data/kokusei/pdf/kaisetu3.pdf　2016/0530閲覧
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労働生産性の限界、年齢を問わず仕事を継続す
るための能力開発などについての分析の必要性
は高まってきている。ただし、年齢に関わらず
活躍できる「生涯現役社会」の実現は言うほど
易くない。「高齢者は働く能力がない」という
先入観を、経営者から若い従業員まで転換し、
柔軟な働き方を可能とする仕組みを検討、用意
する必要がある。また、高齢者の就業・就労促
進に関しては、個々の企業が個別に対応するの
ではなく、地域の関係者が連携して就業・就労
機会を確保・提供していくという考え方もあ
る。企業独自の取り組みと並行して、地域全体
で働く場の確保に取り組むことも必要であろ
う。

Ⅵ．おわりに
　生涯現役社会の実現に向けては、多様な働き
方を認めるとともに、働き方の選択肢を広げる
ことが求められる。現在、高齢者の就業にあ
たっては、賃金水準、在職中年金の支給減額、
健康、老々介護などの問題がある。また、現役
社員の人事管理への影響や、若年層の雇用との
兼ね合いなども問題となる。これらの問題を解
決し生涯現役社会を実現するには、企業・雇用
者双方への的確な支援が求められる。ただし、
どのような支援が効果的か、必要な支援は何か
を考えるにあたっては、労働市場のマッチング
メカニズムについて十分な知見を持つ必要があ
る。
　以上を鑑みると、マッチング分野の研究蓄積
を進めていく必要性は明らかである。マッチン
グ分野の今後の研究課題をひとつ挙げるなら

ば、高齢者雇用安定法の一部改訂による「生涯
現役促進地域連携事業」27）の検証がある。ど
のような年代に、どの様な効果をもたらすのか
を明らかにすることが望まれる。また、新たに
高齢者の就業支援につながる事業として現在
おこなわれている「地域中小企業人材バンク事
業」28）、「高年齢退職予定者キャリア人材バン
ク事業」29）についても、利用者を対象とした
回顧調査と追跡調査により、その効果を検証す
る必要があろう。引退時期を迎えている人たち
や就業支援を受けている高齢者に対しての回顧
調査等で、マッチングの研究に必要なデータを
蓄積し、研究を進めることは、時代に即した高
齢者就業支援の検討につながると考える。

27） 経済産業省関東経済産業局「生涯現役促進地域連携事業」
　　http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000147717.html　2016/09/12閲覧
28） 経済産業省中小企業庁「地域中小企業人材バンク事業」経済産業省：2015年～
　　https://www.chusho-jinzaibank.jp/、2016/09/12閲覧
29） 厚生労働省「高年齢退職予定者キャリア人材バンク事業の実施」厚生労働省：2016年～
　　http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000137096.html　2016/09/12閲覧
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